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1．はじめに

陸上を高速で走行する鉄道にとって地震時の走行安

全性の確保は重要な課題である。地震被害軽減対策のひ

とつとして，震源近くの地震計により地震動をリアルタ

イムに観測，伝達することにより地震動の到達前に列車

を停止させることを目的とした対震列車防護システムが

ある。耐震列車防護システムは，有害地震発生時におけ

る列車走行の安全性を向上させるという利点をもつ反面，

より多くの無害な地震に対する誤警報や不必要な運転規

制の原因ともなるという問題点がある。

本研究では，耐震列車防護システムの導入にともなう

安全性の向上と誤警報コストのトレード・オフに着目し，

地震動評価指標や警報しきい値の変更がもたらす影響を

定量的に評価しうるモデルの構築を試みた。

2．システムのモデル化

2．1　地震活動度

東日本エリアでの地震活動度のモデルとして，図－1

に示すように 194のエリアに分割し，エリア中央に仮想

震源を想定した。ある震源エリアにおいて，あるマグニ

チュード M よりも大きい規模の地震が起きる発生回数

N（M）は，Gutenberg-Richter 式により，

と，表される。a,bおよび Mmaxはそれぞれの震源域の地

震活動度によって決まる定数であり，歴史地震データに

よる統計的解析によって a,b,Mmaxを算出した。

2．2　地震動の距離減衰

次に発生した地震の距離減衰を考慮する。地震動の距

離減衰についてはいつくかの研究があるが，本研究にお

いては地震動評価指標を最大加速度（PGA）からスペク

トル強度(SI)に変更することも検討するため，87式加速

度強震計による多くのデータに基づいた Molas(1995)ら

の研究による距離減衰式を採用した。

2．3　評価対象損失事象

地震発生に伴なう損失事象εとして次の 4つを想定し

た。

○緊急停止：警報後緊急停止を行うが，地震動レベルに

より，線路点検は行わない。数分の遅延が発生。

○車上点検：警報後緊急停止を行い，さらに地震動レベ

ルによって車上点検を行うため 2時間前後の遅延が発生。

○地上点検：警報後緊急停止を行い，さらに地震動レベ

ルによって徒歩点検を行うため 4時間前後の遅延が発生。

○安全損失：損傷した高架橋区間への列車の進入。

事象εが システム Wの下で発生する期待列車本数

μ(ε|W )を計算する一般的な手順は，

( ) ( ) ( ) ( )∫ ∫ ∑=
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s
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と表すことができる。ここで，λ(M, x)は震源位置 x に

おいて大きさ M の地震が発生する回数，E(ns)はある瞬

間にある線路区間 s 内を走行する列車の期待本数，P(ε

|M, x, s, W)は M の地震が，震源位置ｘで発生し，ある

警報システムWのもとで事象εがある区間 sの列車に対

して発生する確率である。

２．４ 警報の発生確率

緊急停止，車上点検，地上点検に対する警報の発令は，

それぞれの区間を制御する地震計に到達した地震動の大

きさがそれぞれの警報しきい値を超過した瞬間に発生す

ると仮定した。

2．5　鉄道構造物の地震時被害関数

路線は様々な鉄道構造物により構成されているが，今

回は，均一構造，スパンのコンクリート高架橋からなる

路線を想定した。また，地震動の規模と高架橋の単スパ

ンが損傷を受ける確率との関係式として，兵庫県南部地

震のデータに基づき PGAと SIの両方の指標を使用して

一般的な RC 造建物に対して算定を行った山口ら(2000)

の被害関数を採用した。また，被害は地震の主要動が線

路に到達した瞬間に発生すると仮定した。

( ) max10 ,log MMbMaMN <−=
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2．6　安全損失事象の発生確率

同一規模の地震動強さを受けた高架橋の各スパンが独立

かつ同一確率で被害を受けると仮定すると，走行する列車

前方の被害を受けていない高架橋の連続スパン数は幾何

分布であらわすことができる。この分布パラメータとして，前

節で求めた構造物の被害確率を用い，安全損失は地震波

到着後に列車が走行する距離が非損傷連続区間長を超え

た場合に発生すると仮定して，その発生確率を求めた。

3．計算結果

図－2に，東北新幹線をモデルとした計算結果を示す。

【海岸地震計の効果】

東日本エリアでは地震の約 8割は太平洋沖合で発生し

ており，それらに対する早期検知を目的として海岸地震

計が設置されている。しかし，それらは距離減衰の効果

により無害な地震であることが多く，かつ早期検知の段

階で被害程度を正確に判定して警報を発することが困難

なため，海岸地震計の設置により安全損失の減少効果以

上に緊急停止の頻度が増大することが分かる。

【地震動強さの評価指標】

沿線地震計の地震動評価指標を PGA から構造物被害

との相関が高い SI に変更すると，安全損失，緊急停止

の頻度をほとんど増やすことなく，車上，地上点検回数

を半減以下にすることができる。地震時の車上，地上点

検は，新幹線の定時運行の主要な阻害要因のひとつであ

ることから，沿線地震計の地震動評価指標の変更は，メ

リットの大きい対震列車防護システムの改良オプション

であることが分かる。

4．まとめ

本研究では，構築した対震列車防護システムの有効性

に関する定量的評価手法は，警報発令基準値や地震動評

価指標の最適化等の一助として活用できるものと考えら

れる。
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図－1　　評価の流れ
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図－2　計算結果の一例
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